
（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 私立学校施設整備支援 実施計画記載頁 389

対応する
主な課題

①多様化する教育ニーズに対応し、子どもたちの個性や創造性の伸長を図っていくためには、一貫した教育指導体制の構築、様々な専門教育の充実、特色あ
る取組を行う私立学校への支援など様々なニーズを踏まえた取組を推進する必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(3)-ウ 時代に対応する魅力ある学校づくりの推進
施 策 ⑤　魅力ある私立学校づくりへの支援

施策の小項目名 ○私立学校の経常経費に対する支援

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　沖縄県で私立学校の校舎改築を目的とした基金を設立し、学校法人が行う老朽化校
舎等の改築事業費に対して支援する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

6法人
助成学校法人
数

 担当部課【連絡先】 総務部総務私学課 【098-866-2074】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 私立学校施設整備支援事業費

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　老朽校舎の大規模改造（トイレの改修）を行う私
立学校１校に対し、助成を行った。

50,261 100,000 県単等 ○R元（H31）年度：　校舎の改築を予定する私立学校1校に対
する助成を行う。

予算事業名

県単等 補助 100,000 70,000 70,000 77,530

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額

学校法人が行う老朽校舎等の改築に対して助成



活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 助成学校法人数 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　補助事業について周知を図り、計画に沿って予
定していた１校の改築事業に対して助成し、安全
な学習環境の整備に資することができた。

1法人 2法人 3法人 4法人 4法人 6法人 66.7%

50,261 やや遅れ

H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

　助成学校法人数は計画値６法人に対し実績値
４法人となっているが、33年度までに全法人（６法
人）が改築を行う計画となっている。平成30年度
までに４法人が改築を終了しており順調に取組を
進めている。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

平成30年度の取組改善案 反映状況

①未実施の学校法人に対し現状把握を行い、事業について周知を図るなど施設整備に
向けた取組を促進する。

②県の事業に加え、国の補助事業についても学校法人へ訪問し説明を行うなど周知に
努め、事業の活用を促進する。

①計画未定の学校法人へのヒアリングを実施したところ、設置する中学校の校舎改築
を検討しているとのことで、全法人の補助金活用に向け動き始めた。

②一部の学校法人では、国の補助事業を活用し、アスベスト対策を検討している。



４　取組の改善案（Action）

・未実施の学校法人２法人に対し、３３年度までに完了するよう取組を促進していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・平成３３年度までという基金の設置期間中に全法人が改築事業を実施することが目標
であるが、６学校法人中、４法人が事業完了、１法人が３１年度に実施予定、１法人が検
討中となっている。

・大阪府でブロック塀の倒壊で児童が亡くなった事故があり、法人内部や保護者から老
朽化した校舎への対応を求める声が強くなった。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・未実施法人の状況を把握し、計画未定の学校法人に対して計画の策定を促す必要がある。

・県事業を活用した法人に対して国の補助事業の周知を図り、県事業との相乗効果を図る。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）


